
資 料 の 見 方

第１ 調査対象及び期間

令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間において、地方公営企業法を適用している事業及び同

法を適用していない事業（地方財政法施行令第４６条に掲げる事業、介護サービス事業等）について、令和

４年度の決算及び業務状況等を調査したものである。

第２ 施設及び業務概要

令和５年３月３１日現在のものであり、令和４年度における実績である。

第３ 集計の方法及び用語の定義

１ 計数の表記

(1) 単位の表記について

記載する数値、金額の単位については、各表ごとにその単位を記載している。

(2) 端数処理について

各項目の数値は、表示単位未満を四捨五入したものである。したがって、その内訳は合計と一致しない

場合がある。

(3) 増減率について

対前年度増減率は、次式により算出している。

当年度の対前年度増減率＝(当年度の実数－前年度の実数)÷前年度の実数(絶対値)×100

このため、実数がマイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が縮小した場合には、増減率はプラスで表

示される。

２ 法適用企業（法の規定の全部又は一部を適用している事業）

(1) 財務諸表等

ア 項目区分は、地方公営企業法施行規則に定める勘定科目に準拠した。

イ 貸借対照表（２２表）は、次の区分により集計を行った。

(ｱ) 「不良債務」とは、流動負債の額（建設改良費等の財源に充てるための企業債等を除く。）が流動

資産の額（翌年度へ繰り越される支出の財源充当額を除く。）を超える額である。

(ｲ) 「実質資金不足額」とは、不良債務から当該決算期日における一時借入金又は未払金で公営企業の

建設又は改良に要する経費に係るもののうちその支払に充てるため翌年度において地方債を起こす

こととしているものの額を控除した額である。

(ｳ) 「累積欠損金」とは、当年度未処理欠損金のことである。

ウ 資本的収支に関する調（２３表）は、次の区分により集計を行った。

(ｱ) 「翌年度へ繰り越される支出の財源充当額」は、当該年度の資本的収入額のうち、当該年度におい

て事業が完了しないなどの理由により当該収入額を充当すべき支出が、翌年度へ繰り越された場合

の翌年度支出額に対する充当額である。

(ｲ) 「前年度同意等債で今年度収入分」は、前年度同意等債で今年度収入したもののうち、前年度にお

いて支出予算執行済みとした建設改良費で未払としたものの財源に充てた企業債の額である。

(ｳ) 「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」（差引不足額）の算出は、資本的収入額から「翌年

度へ繰り越される支出の財源充当額」及び「前年度同意等債で今年度収入分」を控除した額が資本

的支出額に不足する場合の額のみを集計したものである。したがって、全事業についての単純な資

本収支差引とは一致しない。

(ｴ) 「補てん財源」とは、(ｳ) の「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」を補てんするため充て

た過年度及び当年度分損益勘定留保資金、繰越利益剰余金処分額、当年度利益剰余金処分額、繰越

工事資金、消費税資本的収支調整額等の合計額である。

エ 費用構成表（２１表）における職員給与費の「基本給」とは、給料、扶養手当及び地域手当の合計額

である。



オ 職種別給与に関する調（２５表）における年間延職員数とは、年度中の毎月末において在職した職員

の合計である。また、給与費の「基本給」とは、前述の費用構成表（２１表）に同じである。

(2) 経営分析

各分析比率の算出方法及び用語の解説は、次のとおりである。

ア 事業共通

(ｱ) 収益性（収支の状況）に関する指標

経常収益
① 経常収支比率（％） ＝ × 100

経常費用

料金収入などの営業収益と補助金・繰入金などの営業外収益の合計である経常収益で、職員給与

費・減価償却費などの営業費用と支払利息などの営業外費用の合計である経常費用の支払をどの程

度賄っているかを示す。

建設改良に伴う企業債残高が多い企業の場合、支払利息がかさみ、この比率が悪化する傾向にあ

る。

営業収益－ 受託工事収益
② 営業収支比率（％） ＝ × 100

営業費用－ 受託工事費用

主たる事業からの料金収入などの営業収益で、通常の事業活動で支出される職員給与費、維持管

理費などの営業費用をどの程度賄っているかを示す。

この比率が１００％を下回っている場合は、１００円の収益を上げるために１００円以上の経費

を掛けていることになり、事業の継続性の観点からは極めて深刻な事態にあるといえる。

累積欠損金
③ 累積欠損金比率（％） ＝ × 100

営業収益－ 受託工事収益

収入面からみた事業規模と比較した累積欠損の割合を見るものである。累積欠損が発生していて

もこの比率が低ければ、早期に累積欠損が解消されることもあるが、欠損額は少なくても、この比

率が高い場合には、営業努力だけでは累積欠損の解消が困難となることもある。

不良債務額（※）
④ 不良債務比率（％） ＝ × 100

営業収益 － 受託工事収益

※不良債務額 ＝ （流動負債－建設改良費等の財源に充てた企業債・長期借入金－ＰＦＩ法に

基づく事業に係る建設事業費等のリース債務）－（流動資産－翌年度繰越

財源）

不良債務の営業収益に対する割合を示す。不良債務は、欠損の計上や企業債元金の償還などによ

る資金不足によって発生することから、不良債務の解消は、基本的には事業活動の結果である利益

の確保によることになる。

したがって、この比率が高い、すなわち収入規模と比較して不良債務が多額な事業の場合、不良

債務の解消には一段と厳しい経営努力が求められる。

実質資金不足額 不良債務額 － 許可済企業債のうち未借入又は未発行の額
⑤ ＝ × 100

比率（％） 営業収益 － 受託工事収益



同意済企業債のうち未借入れ又は未発行のものについては、年度末では起債が実行されていない

ものの、確実に資金調達できるものであることから、未借入れ又は未発行の企業債がある場合には、

資金不足の指標として、この比率がより正確な実態を表している。

(ｲ) 資産の状態に関する指標

企業債元金償還金 建設改良のための企業債元金償還金
① ＝ × 100

対減価償却額比率（％） 当年度減価償却費－長期前受金戻入

企業債の償還財源としての減価償却費の割合（の逆数）を示す。減価償却費は資金の支払を伴わ

ない帳簿上の費用であるため、減価償却費見合いの資金は、通常企業内部に留保される資金となる。

このため、一般的には、この割合が低いほど資金的に余裕があるといえる。

しかし、欠損を計上している事業は、欠損分の資金が外部に流出しているため、実際の償還財源

としては、純利益（純損失）と減価償却費とを併せて考えることが必要である。

(ｳ) 財務比率に関する指標

繰延収益（※）＋ 資本合計
① 自己資本構成比率（％） ＝ × 100

負債資本合計

※繰延収益：減価償却等の処理を行う以前の固定資産に係る補助金相当額を計上したもの。

建設改良などのために行った資金調達に占める、組入資本金などの資本金、利益剰余金等など剰

金等の資本合計に繰延収益を加えた、返済の必要のない自己資本による調達の割合を示す。

一般に地方公営企業等が行う投資の回収には長期間を要するので、この比率が高いほど経営が安

定しているといえる。

固定資産
② 固定資産対長期資本比率（％）＝ × 100

資本合計 ＋ 固定負債 ＋ 繰延収益

固定資産購入の調達財源に占める長期の安定した資金である自己資本、返済の必要のない資本合

計、繰延収益に償還期限が一年以降に到達する債務である固定負債の合計の割合を示す。この比率

が低いほど、資金面で安定した経営といえる。

地方公営企業等の場合、建設改良など固定資産への投資の財源は、企業債等長期の安定した資金

を充てている。したがって、この比率が１００％を超えている事業は、企業債等借入資本の償還額

を上回るキャッシュフロー（当期純利益＋減価償却費）を得ていないことになる。

この場合の資金不足分は、一時借入金などによって賄われることになり、不良債務（後述）の発

生原因となる。

流動資産
③ 流動比率（％） ＝ × 100

流動負債

一時借入金、未払金など１年以内に返済する必要のある債務（流動負債）に対する、支払財源と

しての現金のほか、預金など現金化の容易な資産（流動資産）の割合を示す。

一般的に、この比率は１００％以上であることが望ましいといわれており、これが１００％を下

回る場合に不良債務が発生し、資金繰りが悪化している状態を表す。



(ｴ) 費用に関する指標

次の①～④の比率は、いずれも固定（費）的な性格の強い支払項目の料金収入に対する割合を示し

ている。したがって、この比率が高いほど収益性の観点からは厳しい事業経営を行っていると考える

ことができる。また、①～④の比率が高い場合は、これまでの建設改良に見合うだけの十分な収入を

得ていないことがいえる。

企業債元金償還金対 建設改良のための企業債元金償還金
① ＝ × 100

料金収入比率（％） 料金収入

企業債利息対 企業債利息
② ＝ × 100

料金収入比率（％） 料金収入

企業債元利償還金対 建設改良のための企業債元利償還金
③ ＝ × 100

料金収入比率（％） 料金収入

職員給与費対 職員給与費（特別損失のうちの職員給与費を含む）
④ ＝ × 100

料金収入比率（％） 料金収入

イ 水道事業（上水道事業及び簡易水道事業）

(ｱ) 業務の概況

現在給水人口 現在給水人口
① 普及率（％）＝ × 100 及び × 100

行政区域内人口 計画給水人口

現在給水人口
② 給水人口密度（人/k㎡） ＝ × 100

給水区域面積

(ｲ) 施設の効率性（稼働・利用状況）に関する指標

１日平均配水量
① 施設利用率（％） ＝ × 100

１日配水能力

配水能力に対して、実際にはどの程度配水しているかを示す。施設の利用状況を示す指標として、

最も一般的なものであり、この比率が高いほど施設の利用効率は高い。

しかし、水需要は季節ごとの長期的なスパンのみならず１日のうちでもピークオフ・ピーク時の

変動が大きく、公共サービスとしては最大需要に適応できるよう整備しなければならない事情にあ

ることから、施設の利用度や適正規模をみるためには、この指標とともに次の②・③を併せて見る

必要がある。それぞれの指標は、「施設利用率＝負荷率×最大稼働率」という関係にある。

１日平均配水量
② 負荷率（％）＝ × 100

１日最大配水量



年間で配水量が最大の日の配水量に対する年平均の配水量の割合であり、ピークオフ・ピーク時

の需要量の差が少ないほどこの比率は高くなる。また、この比率が高いほど施設利用率は高まるこ

とになる。

１日最大配水量
③ 最大稼働率（％）＝ × 100

１日配水能力

配水能力に対する実際の１日の最大配水量の割合である。この比率が極端に低い場合は、設備に

対する過大投資の懸念がある。逆に、この比率が１００％に近い場合には、ピーク時における供給

確保のための設備の拡充などについて検討する必要がある。

年間総配水量
④ 配水管使用効率（１ｍ当たりｍ３） ＝

導送配水管延長

導送配水管の使用効率を示す。この比率が高いほど、１ｍ当たりの給水収益が多くなり、投資効

率が高いことを示している。

年間総有収水量
⑤ 有収率（％） ＝ × 100

年間総配水量

配水量に対して料金として回収される水量（有収水量）の割合を示す。施設利用率が高くても、

この比率が低い場合は、施設の効率的な利用が図られているとは言い難い。

この比率が低くなる原因として、配給水管からの漏水、メーターの性能の悪化などが考えられる

ので、配給水管の整備による漏水の防止、不感メーターの取替えなどにより有収率の改善を図る必

要がある。

(ｳ) 生産性（職員数と事業の状況との関係）に関する指標

次の①～③の比率は、いわゆる労働生産性を見る指標である。

現在給水人口
① 職員１人当たり給水人口（人） ＝

損益勘定所属職員数

年間総有収水量
② 職員１人当たり有収水量（ｍ３ ）＝

損益勘定所属職員数

営業収益
③ 職員１人当たり営業収益（千円）＝

損益勘定所属職員数

(ｴ) 料金に関する指標

次の①、②の比率は、水の供給１ｍ３ 当たりの収入と費用を示し、③の比率は給水に係る費用が、

どの程度給水収益で賄えているかを表した指標である。③が１００％を上回ることが収益確保の条件

となるが、給水原価には設備投資に係る支払利息が含まれるため、投資規模に見合う給水収益を得る

ことができない場合は、１００％を下回ることもある。



給水収益
① 供給単価（１ｍ３ 当たり円・銭）＝

年間総有収水量

給水原価 経常費用－（受託工事費＋附帯事業費＋材料及び不用品売却原価）－長期前受金戻入
② ＝
（１ｍ

３
当たり円・銭） 年間総有収水量

供給単価
③ 料金回収率（％） ＝ × 100

給水原価

ウ 病院事業

(ｱ) 業務の概況

年延外来患者数
① 外来入院患者比率（％） ＝ × 100

年延入院患者数

(ｲ) 収益性（収支の状況）に関する指標

入院収益
① 患者１人１日当たり診療収入（入院）（円） ＝

年延入院患者数

外来収益
（外来）（円） ＝

年延外来患者数

入院収益＋外来収益
② 職員１人１日当たり診療収入（円） ＝

年延職員数

薬品収入
③ 診療収入に対する薬品収入の割合（％） ＝ × 100

入院収益＋外来収益

検査収入
検査収入の割合（％） ＝ × 100

入院収益＋外来収益

放射線収入
放射線収入の割合（％） ＝ × 100

入院収益＋外来収益

検査件数
④ 患者100人当たり検査件数（件） ＝ × 100

年延入院患者数＋年延外来患者数

放射線検査件数
放射線検査件数（件） ＝ × 100

年延入院患者数＋年延外来患者数



(ｳ) 生産性（職員数と事業の状況との関係）に関する指標

年延入院患者数＋年延外来患者数
① 職員１人１日当たり患者数（人） ＝

年延職員数

年延入院患者数
入院患者数（人） ＝

年延職員数

年延外来患者数
外来患者数（人） ＝

年延職員数

年度末職員数
② 病床100床当たり職員数（人） ＝ × 100

年度末病床数

(ｴ) 費用に関する指標

薬品費（投薬分）
① 患者１人１日当たり薬品費（投薬分）（円） ＝

年延入院患者数＋年延外来患者数

薬品費（注射分）
（注射分）（円） ＝

年延入院患者数＋年延外来患者数

患者用給食材料費
② 入院患者１人１日当たり給食材料費（円） ＝

年延入院患者数

薬品収入（投薬分）
③ 薬品使用効率（投薬分）（％） ＝ × 100

投薬薬品費

薬品収入（注射分）
（注射分）（％） ＝ × 100

注射薬品費

職員給与費
④ 医業収益に対する職員給与費の割合（％） ＝ × 100

医業収益

医療材料費
医療材料費の割合（％） ＝ × 100

医業収益



エ 下水道事業

(ｱ) 業務の概況

現在処理区域内人口
① 普及率（％） ＝ × 100

行政区域内人口

現在処理区域内人口
② 処理区域内人口密度（人/k㎡） ＝ × 100

現在処理区域面積

現在水洗便所設置済人口
③ 水洗化率（％） ＝ × 100

現在処理区域内人口

(ｲ) 施設の効率性（稼働・利用状況）に関する指標

晴天時１日平均処理量
① 施設利用率（％） ＝ × 100

晴天時１日処理能力

処理能力に対して、実際にはどの程度処理しているかを示す。施設の利用状況を示す指標として、

最も一般的なものであり、この比率が高いほど施設の利用効率は高い。

季節によって処理量に大きな変動があり得るため、最大稼働率と併せて分析し、適切な規模にな

っているかを分析する必要があると考えられる。

年間総有収水量
② 有収率（％） ＝ × 100

年間総汚水量

汚水量に対して料金として回収される水量（有収水量）の割合を示す。施設利用率が高くても、

この比率が低い場合は、施設の効率的な利用が図られているとは言い難い。

(ｳ) 料金に関する指標

次の①、②の比率は、有収水量１ｍ３ 当たりの汚水処理に要した費用と、使用料で回収すべき経費

をどの程度使用料で賄えているかを表した指標である。②が１００％を上回ることが収益確保の条件

となるが、１００％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われてい

ることを意味するため、適切な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要となる。

汚水処理原価 汚水処理費（※）
① ＝
（１ｍ

３
当たり円・銭） 年間総有収水量

※汚水処理費：維持管理費及び資本費（減価償却費と企業債利息）から、雨水処理費、高度処

理費、分流式下水道等に要する経費等の公費負担分を除いた額。

下水道使用料
② 経費回収率（％） ＝ × 100

汚水処理費



３ 法非適用企業（法の規定を適用していない事業）

(1) 財務諸表等

「施設及び業務概況に関する調」は、令和５年３月３１日現在の数値である。

それ以外の調査表については、令和４年度出納閉鎖期日（令和５年５月３１日）現在の数値を使用して

法適用企業に準じて作成したものである。

(2) 経営分析

各分析比率の算出方法も法適用企業に準じて設定しているが、料金に関する指標のうち、法非適用簡易

水道事業の給水原価及び法非適用下水道事業の汚水処理原価については、次のとおりとする。

ア 簡易水道事業

給水原価 総費用－受託工事費＋地方債償還金－繰上償還分
① ＝
（１ｍ

３
当たり円・銭） 年間総有収水量

イ 下水道事業

汚水処理原価 汚水処理費（※）
① ＝
（１ｍ

３
当たり円・銭） 年間総有収水量

※汚水処理費：維持管理費及び資本費（地方債償還金と地方債利息）から、雨水処理費、高度

処理費、分流式下水道等に要する経費等の公費負担分を除いた額。

４ 想定企業会計

公営企業会計を廃止し、一般会計等において精算や企業債（地方債）の償還を行っている場合は、それら

一切の収支を一般会計等から分別して、廃止前の公営企業会計において経理されたものと想定して、この調

査の対象としている。


